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表紙

(2021年７月１日から
2022年６月30日まで)

第60期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示事項

第60期（2022年６月期）

①事業報告の「取締役の職務の執行が法令および定款

に適合することを確保するための体制その他業務の

適正を確保するための体制等の整備についての決議

の内容および運用状況の概要」

②連結計算書類の「連結注記表」

③計算書類の「個別注記表」

法令および当社定款第15条の規定に基づき、当社ウェブサイト

(https://www.lasertec.co.jp/)に掲載することにより、株主

の皆様に提供しているものであります。
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会計監査人の状況　内部統制システム

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するため

の体制その他業務の適正を確保するための体制等の整備についての決

議の内容および運用状況の概要
当社は、株式会社の業務の適正を確保するために必要な内部統制システ

ム構築の基本方針について、下記のとおり定めております。（最終改定　

2019年８月７日）なお、本基本方針は、適宜見直し要否を検討し、必要に

応じて改定決議を行い、改定決議を行わない場合であっても、毎年定期的

に取締役会にて検討状況に関して報告を行います。

(1) 取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に適合することを確保

するための体制

①　当社の経営上の重要事項は、法令、定款および取締役会規定に基づき、

毎月開催する定例取締役会および必要に応じて開催する臨時取締役会に付

議される。

②　取締役社長の諮問機関である経営会議については、経営会議規定により

監査役および社外取締役の出席権を保障し、議事に関し意見を述べること

ができるものとする。

③　監査は、法定監査のほか、社長直属の監査室が内部監査規定に従い内部

監査を実施し、是正が必要な事項については、社長が被監査部門の責任者

に対して是正措置およびその結果報告の指示を行う。

④　コンプライアンス全般の管理については、コンプライアンス管理規定に

基づいて、コンプライアンス担当役員を置き、コンプライアンス管理に関

する当社の基本方針を明確にするとともに、コンプライアンスに係わる問

題に役員および従業員が直面した場合の対応上の基本義務、業務遂行上の

公正な行動や判断・評価の基準となるべき管理・行動基準、組織としての

コンプライアンス管理および内部通報体制の制度化等を明確にし、適正な

運用を図る。

⑤　財務報告の信頼性に影響を与える業務上の不備、不正を防止するため、

経理その他財務報告に直接または間接的に関係する業務の統制体制の改善

を継続する。

　【運用状況】

　・定例取締役会を、年間スケジュールに基づき12回開催している。経営会議

は12回開催している。また、監査役は監査役会で策定した監査方針および

年間監査計画に基づいて監査を実施し、監査室は内部監査計画を策定し、

各種監査を実施している。

－ 1 －
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会計監査人の状況　内部統制システム

　・コンプライアンスに関わる規定、基本方針、内部通報体制、その他必要な

情報は常に社内ウェブサイトで閲覧できる状態にあり、機会あるごとに社

内周知している。

　・第60期もコンプライアンスに関するe-ラーニングを全社員（常勤役員・派

遣社員を含む）対象に実施した。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

①　取締役の職務執行に係る意思決定および報告に関しては、決議・執行事

項の所管に応じ取締役会規定および経営会議規定に基づき、取締役会議事

録および経営会議議事録に記録し、法律および規定に定める期間保存す

る。その他の業務決裁事項に関しては、決裁規定に基づき決裁書類を作成

し、規定に定める期間保存する。

②　業務に関わる文書の整理、保管、保存および廃棄の取り扱いは、文書管

理規定に従うものとし、文書はいつでも取締役および監査役の閲覧、会計

監査人の監査等に供することができるよう整理しておくものとする。

③　文書、電磁的記録および情報システム等を情報資産として安全に保護す

る体制に関しては、情報セキュリティ管理規定に基づいて管理する。

　【運用状況】

　・取締役会および経営会議関連文書、決裁書類その他業務文書等は、上記各

規定に基づき保存年限および所管部署等を定めて適切に管理しており、取

締役及び監査役の閲覧、会計監査人の監査等に供している。

(3) 当社および子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①　事業遂行に伴う損失の危険については、事業の経営計画および予算の策

定において適正に評価し、損失の有無、程度等の判断については、毎月の

取締役会および経営会議において必要に応じ審議し対策を決定する。ま

た、資金の運用等については、経理規定等に基づき適正な運用を図るとと

もに、その運用実績については定期的に取締役会に報告する。

②　天災、病疫その他不可抗力による会社資産の損失や人身に対する危険の

発生等、危機状態への対応については、危機管理規定に基づいて、社長を

本部長とした対策本部を直ちに設置し、損失の顕在化および拡大防止を図

り、損失を最小限に止める体制をとる。

　【運用状況】

　・事業の経営計画は毎月、事業計画フォロー会議を開催し、進捗状況に合わ

せて事業遂行に伴う損失の危険の有無、程度等を常時把握し、毎月、取締

役会および経営会議に報告し必要な審議、対策を実施している。

－ 2 －
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会計監査人の状況　内部統制システム

　・新型コロナウイルス感染症については、危機状態に発展する可能性を見据

え、社長を長とする対策会議を適宜開催し、従業員、協力会社社員、顧客

への感染防止への取り組みや事業への影響に対する対応策を協議し実施し

ている。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①　取締役会の意思決定・業務監督機能を充実させるため社外取締役を選任

するとともに、業務執行取締役の職責を強化し、業務執行における意思決

定過程の簡素化を図ることにより、経営環境の変化に機敏に対応し、業績

の持続的向上を目指すものとする。

②　業務の運営においては、組織規定および職務分掌規定に基づき各部門の

職務分掌を明確に定め、また、職務権限規定および決裁規定に基づき職位

者の業務遂行上の責任と権限を明確にすることにより、業務の確実かつ効

率的な運営を行う。

　【運用状況】

　・業務執行体制は、顧客、業界の動向およびその他諸情勢に照らし、常に効

率的かつ確実な業務遂行を図ることができるよう社内組織を見直し改定し

ている。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

①　子会社の経営管理については、関係会社管理規定に基づき管理統括者を

置くものとし、各子会社の管理業務は管理統括者が当社内関連部門の協力

を得て遂行する。

②　関係会社管理規定に定める各子会社に関わる重要事項については、各子

会社の代表者または管理統括者が指名した子会社の役職者が定期的に当社

の取締役会に報告をするものとする。

③　内部通報制度は子会社にも適用する。

　【運用状況】

　・経営企画部がその体制を整備、統括しており、各子会社は事業の運営状況

を四半期毎に取締役会に報告している。

　・第60期は各子会社の代表者が取締役会において重要事項に関する説明を４

回実施した。

　・内部通報制度を子会社へ適用するため、制度の目的および内容について子

会社へ周知を行っている。

　・各子会社においても内部通報制度の社外窓口を利用できるようにしてい

る。

－ 3 －
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会計監査人の状況　内部統制システム

(6) 監査役の職務を補助すべき従業員に関する事項および当該従業員の取締役

からの独立性に関する事項並びに当該従業員に対する指示の実効性の確保

に関する事項

①　監査役より、補助すべき従業員の要請がある場合には、迅速に必要なス

タッフを置くものとする。その場合、スタッフの任命、異動、評価等に関

しては、監査役会の事前の同意を得るものとする。

②　監査役は当該スタッフに対して、監査業務に必要な事項を指示すること

ができるものとし、当該スタッフは監査役の指示に反して、取締役の指揮

命令を受けない。

　【運用状況】

　・監査役を補助すべきスタッフは任命されていない。

(7) 当社および子会社の取締役、役員および従業員が当社の監査役に報告をす

るための体制その他の監査役への報告に関する体制並びに当該報告をした

ことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

①　当社および子会社の取締役、役員および従業員は、会社に重大な損失を

与える事項が発生し、または発生するおそれがあるとき、あるいは役職員

による違法や不正を発見した場合は、すみやかに当社の監査役に報告する

ものとする。

②　当社の監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程および業務の

執行状況を把握するため経営会議等の重要な会議に出席するとともに、主

要な決裁願その他業務に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて当社お

よび子会社の取締役、役員および従業員に職務執行に関する報告を求める

ことができるものとする。

③　当社の監査役への報告に関してはコンプライアンス管理規定の通報者保

護規定を適用し、当該報告を行った当社および子会社の取締役、役員およ

び従業員に対し、当該報告をしたことを理由として解雇、契約解除その他

いかなる不利な取り扱いを行わないものとする。

－ 4 －
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会計監査人の状況　内部統制システム

　【運用状況】

　・内部通報制度において通報者は監査役に直接通報できることとしており、

また、その通報によりいかなる不利益も受けないことを徹底している。

　・監査役は、取締役会、経営会議およびその他重要な会議に出席し、監査役

の立場から必要な発言をしている。また、取締役および従業員は、監査役

が決裁願その他業務に関する文書をいつでも閲覧できるよう対応してお

り、子会社においても同様の対応をしている。

(8) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する

事項

　当社は監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するための予算

を計上するほか、監査役から必要な前払い等の請求があった場合には、速

やかに当該費用または債務を支払うものとする。

　【運用状況】

　・必要に応じて費用の前払、精算を行うなど、監査役の請求に応じて会社法

の定めに従い適切に対応している。

(9) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①　監査役は代表取締役との定期的な意見交換会を開催し、適切な意思疎通

および効果的な監査業務の遂行を図るものとする。

②　監査役は監査法人および内部監査室との連携を図り、適切な意思疎通お

よび効果的な監査業務の遂行を図るものとする。

【運用状況】

　・監査役と代表取締役との定期的な意見交換会は、年間監査計画に基づき年

３回実施されている。

　・監査役は、監査法人との間では、期初の監査計画書の受領、各四半期レビ

ュー報告および期末の監査結果報告の受領、監査上の主要な検討事項

（KAM）の協議等を含む定期的な会合の場での意見および情報交換を実施

し、また監査室との間では、年間監査計画書の策定、それに基づく監査結

果報告の受領等で定期的な意見および情報交換の場を持つ等連携を図り適

切な監査業務の遂行に努めているほか、必要に応じて両者との間で随時意

見および情報交換を実施している。

－ 5 －
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(10) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方および体制整備について

　当社は、業務の適正を確保するための体制の一環として、以下のとおり

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方を明確にし、その体制を整備す

る。

①　当社は、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力と一切の関

係をもたないことを基本方針とし、すべての役員・従業員に対して、反社

会的勢力およびこれらと関係のある個人や団体の利用、これらへの資金提

供や協力、加担など一切の交流・関わりをもつことを禁止する。

②　反社会的勢力に対する対応は総務部が総括し弁護士、所轄警察署と連携

して対処する。

(ⅰ)反社会的勢力の関係者から接触を受けた時は直ちに警察等のしかるべ

き機関に情報を提供するとともに、何らかの要求を受けたときは毅然

とした姿勢で組織的かつ法的に対処する。

(ⅱ)企業防衛対策協議会への加盟を継続し、平素から関連情報を収集して

不測の事態に備え最新の動向を把握するよう努める。

　【運用状況】

　・総務部担当者は、神奈川県企業防衛対策協議会地区連絡会（当期は文書で

の応答による実施）全３回に参加し、反社会的勢力についての情報収集お

よび加盟各企業との情報交換を実施している。

－ 6 －



2022/08/24 9:24:14 / 22864777_レーザーテック株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

連結注記表

（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数及び連結子会社の名称
　連結子会社の数　４社
　連結子会社の名称

Lasertec U.S.A., Inc.
Lasertec Korea Corporation
Lasertec Taiwan, Inc.
Lasertec China Co., Ltd.

(2) 主要な非連結子会社の名称等
　　Lasertec Singapore Service Pte. Ltd.
　　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、総資産、売上高、当期純利益及び利益剰余金等からみて、連結計算書
類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

３. 持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した非連結子会社の名称

　　　該当事項はありません。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社の名称
主要な非連結子会社の名称等
Lasertec Singapore Service Pte. Ltd.
持分法を適用していない理由
持分法を適用していない非連結子会社は、当期純利益及び利益剰余金等からみて、連結

計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

４. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうちLasertec China Co., Ltd.の決算日は12月31日であり、連結決算日に正
規の決算に準じる合理的な手続きにより連結上必要な調整をしております。その他の連結子
会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

５. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法

② 棚卸資産
(a) 仕掛品………………………………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

り下げの方法）
(b) 原材料及び貯蔵品…………………先入先出法による原価法（収益性の低下による簿

価切り下げの方法）

－ 7 －
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産……………………………定率法

ただし、2000年７月１日以降に取得した建物（建
物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については、定
額法によっております。
（主な耐用年数）

建物及び構築物　　　　２～50年
機械装置及び運搬具　　３～11年
工具、器具及び備品　　２～15年

無形固定資産……………………………定額法
（主な耐用年数）

自社利用ソフトウェア　３～５年
権利金　　　　　　　　　　５年

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

② 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した

連結会計年度から費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。

（追加情報）

　当社は、当連結会計年度末より、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更

しております。

　この変更は、従業員数の増加に伴い退職給付債務算定の精度を高め、退職給付費用の

期間損益計算をより適正化するために実施したものであります。

　この変更に伴い、当連結会計年度末における退職給付に係る負債が62,395千円増加

し、同額を退職給付費用として売上原価に2,417千円、販売費及び一般管理費に59,977

千円計上しております。
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連結注記表

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

①  製品の販売

(a) 契約及び履行義務に関する情報

　製品の販売には、顧客との契約に基づく当該製品の引き渡し、及び無償保証期間（収

益認識適用指針第35項における「保証サービス」を含む）の提供が含まれており、製品

の引き渡しと無償保証期間の提供をそれぞれ独立した履行義務として識別しておりま

す。製品の引き渡しは、顧客が製品を検収した時に資産の支配が顧客に移転するため、

当該時点で収益を認識しております。無償保証期間の提供は、履行義務が時の経過につ

れて充足されるため、保証期間に応じて均等按分し、収益を認識しております。なお、

保証期間の未経過分については、繰延収益として計上しております。

(b) 取引価格の算定及び履行義務への配分額の算定に関する情報

　取引の対価は、主に受注時から履行義務を充足するまでの期間における前受金の受

領、または、履行義務充足後の支払を要求しております。履行義務充足後の支払は、履

行義務の充足時点から一年以内に行われるため、重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、製品原価と無償保証期間に発生

が見込まれるコストにそれぞれの利益相当額を加算して独立販売価格の見積りを行って

おり、当該独立販売価格の比率に基づいて、取引価格をそれぞれの履行義務に配分して

おります。

　独立販売価格の見積りにあたり、将来無償保証期間に発生が見込まれるコストは、そ

の内容がその製品や顧客からの要請に基づくことから、過去の類似の契約における実績

を踏まえた、将来における顧客の要望に基づく作業に掛かる工数及び経費、並びに交換

部材の消費量等の重要な仮定を用いて算定しております。

②  サービスの提供

(a) 契約及び履行義務に関する情報

　当社グループは、販売した製品に対して別途の契約に基づくサービスを提供しており

ます。サービスには顧客からの要請に応じた都度の契約と一定期間の保守契約があり、

これらに係るサービスの提供について履行義務として識別しております。顧客からの要

請に応じた都度の契約の場合は、サービスの提供が完了した時に履行義務が充足される

ため、当該時点で収益を認識しております。一定期間の保守契約の場合は、履行義務が

時の経過にわたり充足されるため、契約期間に応じて均等按分し、収益を認識しており

ます。

(b) 取引価格の算定及び取引価格の履行義務への配分額の算定に関する情報

　取引の対価は、主に受注時から履行義務を充足するまでの期間における前受金の受

領、または、履行義務充足後の支払を要求しております。履行義務充足後の支払は、履

行義務の充足時点から一年以内に行われるため、重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、１つの契約につき複数の履行義

務は識別されていないため、取引価格の履行義務への配分は行っておりません。
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(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

① 重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算

差額は純資産の部における為替換算調整勘定として計上しております。
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１. 有形固定資産の減価償却累計額 6,788,638千円

２. 取締役に対する金銭債務 21,000千円

貸出コミットメントの総額 40,000,000千円

借入実行残高 10,000,000千円

借入未実行残高 30,000,000千円

（会計方針の変更）

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める

経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適

用することといたしました。なお、連結計算書類に与える影響はありません。

(会計上の見積りに関する注記)
製品の販売に係る収益認識

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　当連結会計年度の連結貸借対照表の繰延収益の計上額3,242,297千円全額が製品の販売に

係る繰延収益の金額であります。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①  金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定

　「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記　５．会計方針に関

する事項  (5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

②  翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

　当連結会計年度の連結貸借対照表に計上した金額は、主に翌連結会計年度の売上高に

計上する予定です。

（連結貸借対照表に関する注記）

３. コミットメントライン契約等

　当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結しております。当連結会計年度末における貸出

コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。
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普通株式 94,286,400株

株 式 の 種 類
当連結会計年度

期首の株式数

当連結会計年度

増 加 株 式 数

当連結会計年度

減 少 株 式 数

当連結会計年度

末 の 株 式 数

普 通 株 式 4,108,486株 －株 2,790株 4,105,696株

株式の種類 普通株式

配当金の総額 4,959,785千円

１株当たり配当額 55円

基準日 2021年６月30日

効力発生日 2021年９月29日

株式の種類 普通株式

配当金の総額 2,885,782千円

１株当たり配当額 32円

基準日 2021年12月31日

効力発生日 2022年３月４日

株式の種類 普通株式

配当金の総額 5,861,745千円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 65円

基準日 2022年６月30日

効力発生日 2022年９月29日

普通株式 76,000株

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１. 当連結会計年度末日における発行済株式の総数

２. 自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の減少2,790株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものであ

ります。

３. 剰余金の配当に関する事項

(1) 配当金支払額

2021年９月28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

2022年１月31日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる

もの

2022年９月28日開催の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

４. 当連結会計年度末日における新株予約権の目的となる株式数
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連結貸借対照表計上額 時価 差額

投資有価証券
      その他有価証券

949,030 949,030 －

　 資産計 949,030 949,030 －

（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金繰計画に照らして、必要な資金を調達（主に銀行借入）することに

しております。

(2) 金融商品の内容及びリスク

　営業債権である受取手形、売掛金、未収入金については、顧客の信用リスクに晒されてお

ります。

　投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、１年以内の支払期日であります。

　短期借入金は、主に運転資金に係る資金調達であり、返済期限は決算日後１年以内であり

ます。

　なお、デリバティブ取引はありません。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

　営業債権に係る顧客の信用リスクは、販売業務処理規定に沿って取引先毎の期日管理

及び残高管理を行うとともに、債権の保全に努めております。

②  市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に株価や発行体（取引先企業）の財務状況等の確認

を行い、四半期毎に時価の把握を行っております。

③  資金調達に係る流動性のリスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　各部署からの報告に基づき財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

２. 金融商品の時価等に関する事項

　2022年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと

おりであります。

（単位：千円）

（注）１. 「現金及び預金」については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似するものであることから記載を省略しております。

２. 「受取手形、売掛金及び契約資産」に含まれる受取手形、売掛金、「未収入金」、

「買掛金」、「短期借入金」及び「未払法人税等」は短期間で決済されるため時価

が帳簿価額に近似するものであることから記載を省略しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

株式
949,030 － － 949,030

　 資産計 949,030 － － 949,030

１. １株当たり純資産額 806円45銭

２. １株当たり当期純利益 275円57銭

３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により

算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

（１株当たり情報に関する注記）
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製品の販売

サービス 計
半導体関連装置 その他の製品

地域別

日本 6,714,078 732,545 2,391,724 9,838,348

韓国 22,095,818 124,819 1,119,350 23,339,988

台湾 14,364,096 977,160 3,903,136 19,244,393

その他アジア 5,361,116 110,134 1,249,214 6,720,464

米国 26,604,631 22,127 3,481,508 30,108,267

欧州 831,904 16,500 278,951 1,127,356

合計 75,971,645 1,983,287 12,423,885 90,378,818

収益認識の時期

一時点で移転される財 73,192,219 1,880,968 6,360,484 81,433,672

一定期間にわたり移転

されるサービス
2,779,425 102,319 6,063,401 8,945,146

合計 75,971,645 1,983,287 12,423,885 90,378,818

（収益認識に関する注記）

１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループの主たる地域別、収益認識の時期別の収益の分解と主たる製品及びサービス

との関連は次のとおりであります。

（単位：千円）

（注） 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

２. 収益を理解するための基礎となる情報

　「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記　５．会計方針に関する

事項  (5) 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。
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当連結会計年度（期首） 

(2021年7月１日)

当連結会計年度

(2022年6月30日)

顧客との契約から生じた債権

受取手形及び売掛金 7,892,827 8,938,885

契約資産 － 1,510,673

契約負債

前受金 41,205,231 60,092,863

繰延収益 1,749,535 3,242,297

当連結会計年度

(2022年6月30日)

1年以内 118,854,487

1年超 250,348,688

合計 369,203,176

３. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1) 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は、以下のとおりでありま

す。

（単位：千円）

（注）１．当連結会計年度に認識した収益のうち、期首時点の契約負債に含まれていた

額は25,741,451千円であります。

２．契約負債の増減は、主として前受金の受取り（契約負債の増加）と、収益認

識（同、減少）により生じたものであります。

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

　当連結会計年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見

込まれる期間は以下のとおりであります。

（単位：千円）
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退職給付債務の期首残高 －千円

　簡便法から原則法への変更に伴う振替額 965,584

　簡便法から原則法への変更に伴う費用処理額 62,395

退職給付債務の期末残高 1,027,979

年金資産の期首残高 －千円

　簡便法から原則法への変更に伴う振替額 568,608

年金資産の期末残高 568,608

退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の期首残高 292,404千円

退職給付費用 218,782

退職給付の支払額 △18,737

制度への拠出額 △119,975

簡便法から原則法への変更に伴う振替額 △396,975

その他 △14,228

退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の期末残高 △38,730

（その他の注記）

１. 退職給付会計

(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職給付制度として確定給付型企業年金制度を採用しております。また、当社の

海外子会社５社のうち１社は確定給付型企業年金制度を、他の４社は確定拠出型の制度を設

けております。

　当社は、当連結会計年度末より、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更して

おります。

(2) 確定給付制度

①  退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられた簡便法を適用した制度を

除く）

②  年金資産の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられた簡便法を適用した制度を除

く）

③  簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債及び退職給付に係る資産の期首残高と期

末残高の調整表
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積立型制度の退職給付債務 1,280,789千円

年金資産 △860,149

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 420,640

退職給付に係る負債 459,371

退職給付に係る資産 △38,730

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 420,640

簡便法で計算した退職給付費用 218,782千円

簡便法から原則法への変更に伴う費用処理額 62,395

確定給付制度に係る退職給付費用 281,177

債券 29％

株式 47

その他 24

合　計 100

④  退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負

債及び退職給付に係る資産の調整表

⑤  退職給付費用及びその内訳項目の金額

⑥  年金資産に関する事項

(a) 年金資産の主な内訳

(b) 長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配

分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を

考慮しております。

⑦  数理計算上の計算基礎に関する事項

当連結会計年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率　0.64％

(3) 確定拠出制度

　連結子会社の確定拠出制度への要拠出額は、75,676千円であります。
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期首残高 219,206千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 －

時の経過による調整額 133

期末残高 219,340

２. 資産除去債務に関する注記

(1)資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

① 当該資産除去債務の概要

クリーンルーム用不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務であります。

② 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から15年と見積り、割引率は0.061％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。

③ 当連結会計年度における当該資産除去債務の総額の増減
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式………………………………移動平均法による原価法

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等………………移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産

① 仕掛品……………………………………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

り下げの方法）

② 原材料及び貯蔵品………………………先入先出法による原価法（収益性の低下による簿

価切り下げの方法）

３. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産………………………………定率法

ただし、2000年７月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定

額法によっております。

（主な耐用年数）

建物　　　　　　　　　６～50年

機械装置及び運搬具　　３～11年

工具、器具及び備品　　２～15年

無形固定資産………………………………定額法

（主な耐用年数）

自社利用ソフトウェア　３～５年

権利金　　　　　　　　　　５年

４. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

(2) 役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

－ 20 －



2022/08/24 9:24:14 / 22864777_レーザーテック株式会社_招集通知：Web開示

個別注記表

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生した事業年度から費用処

理しております。

（追加情報）

　当社は、当事業年度末より、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更して

おります。

　この変更は、従業員数の増加に伴い退職給付債務算定の精度を高め、退職給付費用の

期間損益計算をより適正化するために実施したものであります。

　この変更に伴い、当事業年度末における退職給付引当金が62,395千円増加し、同額を

退職給付費用として売上原価に2,417千円、販売費及び一般管理費に59,977千円計上して

おります。

５. 収益及び費用の計上基準

(1) 製品の販売

①  契約及び履行義務に関する情報

　製品の販売には、顧客との契約に基づく当該製品の引き渡し、及び無償保証期間（収

益認識適用指針第35項における「保証サービス」を含む）の提供が含まれており、製品

の引き渡しと無償保証期間の提供をそれぞれ独立した履行義務として識別しておりま

す。製品の引き渡しは、顧客が製品を検収した時に資産の支配が顧客に移転するため、

当該時点で収益を認識しております。無償保証期間の提供は、履行義務が時の経過につ

れて充足されるため、保証期間に応じて均等按分し、収益を認識しております。なお、

保証期間の未経過分については、繰延収益として計上しております。

②  取引価格の算定及び履行義務への配分額の算定に関する情報

　取引の対価は、主に受注時から履行義務を充足するまでの期間における前受金の受

領、または、履行義務充足後の支払を要求しております。履行義務充足後の支払は、履

行義務の充足時点から一年以内に行われるため、重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、製品原価と無償保証期間に発生

が見込まれるコストにそれぞれの利益相当額を加算して独立販売価格の見積りを行って

おり、当該独立販売価格の比率に基づいて、取引価格をそれぞれの履行義務に配分して

おります。

　独立販売価格の見積りにあたり、将来無償保証期間に発生が見込まれるコストは、そ

の内容がその製品や顧客からの要請に基づくことから、過去の類似の契約における実績

を踏まえた、将来における顧客の要望に基づく作業に掛かる工数及び経費、並びに交換

部材の消費量等の重要な仮定を用いて算定しております。

(2) サービスの提供

①  契約及び履行義務に関する情報

　当社は、販売した製品に対して別途の契約に基づくサービスを提供しております。サ

ービスには顧客からの要請に応じた都度の契約と一定期間の保守契約があり、これらに

係るサービスの提供について履行義務として識別しております。顧客からの要請に応じ

た都度の契約の場合は、サービスの提供が完了した時に履行義務が充足されるため、当

該時点で収益を認識しております。一定期間の保守契約の場合は、履行義務が時の経過

にわたり充足されるため、契約期間に応じて均等按分し、収益を認識しております。
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②  取引価格の算定及び取引価格の履行義務への配分額の算定に関する情報

　取引の対価は、主に受注時から履行義務を充足するまでの期間における前受金の受

領、または、履行義務充足後の支払を要求しております。履行義務充足後の支払は、履

行義務の充足時点から一年以内に行われるため、重要な金融要素は含んでおりません。

　取引価格の履行義務への配分額の算定にあたっては、１つの契約につき複数の履行義

務は識別されていないため、取引価格の履行義務への配分は行っておりません。

６. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。
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（会計方針の変更）
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融

商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的

な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用する

ことといたしました。なお、計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りに関する注記)

製品の販売に係る収益認識

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　当事業年度の貸借対照表の繰延収益の計上額3,215,906千円全額が製品の販売に係る繰

延収益の金額であります。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①  金額の算出方法及び算出に用いた主要な仮定

　「連結注記表　（会計上の見積りに関する注記）　製品の販売に係る収益認識　

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報　① 金額の算出方

法及び算出に用いた主要な仮定」に記載のとおりです。

②  翌事業年度の計算書類に与える影響

　当事業年度の貸借対照表に計上した金額は、主に翌事業年度の売上高に計上する予定

です。
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短期金銭債権 1,309,853千円

短期金銭債務 2,404,468千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 6,670,976千円

３. 取締役に対する金銭債務 21,000千円

貸出コミットメントの総額 40,000,000千円

借入実行残高 10,000,000千円

借入未実行残高 30,000,000千円

売上高 21,862,469千円

仕入高 2,955,694

その他の営業取引高 4,222,759

合計 29,040,924

営業取引以外の取引 5,856千円

株 式 の 種 類
当 事 業 年 度

期首の株式数

当 事 業 年 度

増 加 株 式 数

当 事 業 年 度

減 少 株 式 数

当 事 業 年 度

末 の 株 式 数

普 通 株 式 4,108,486株 －株 2,790株 4,105,696株

（貸借対照表に関する注記）
１. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

４. コミットメントライン契約等

　当社は、資本効率の向上を図りつつ、必要な時に運転資金の効率的な調達を行うため、取

引銀行２行と貸出コミットメント契約を締結しております。当事業年度末における貸出コミ

ットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

（損益計算書に関する注記）

関係会社との取引高

営業取引

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の減少2,790株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるもので

あります。
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繰延税金資産

棚卸資産評価損 794,545千円

減価償却限度超過額 677,058

未払事業税 263,457

退職給付引当金 139,235

資産除去債務 66,482

その他 127,034

繰延税金資産合計 2,067,812

繰延税金負債

繰延収益 △31,401

資産除去債務に対応する除去費用 △52,648

その他有価証券評価差額金 △247,966

繰延税金負債合計 △332,016

繰延税金資産の純額 1,735,796

法定実効税率 30.3％

（調整）

試験研究費の税額控除 △4.9

役員賞与引当金 0.8

地方法人税 △0.5

所得拡大促進税制に係る税額控除 △0.4

その他 0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 25.3

属性 会社等の名称 議決権の数の割合 関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

子会社 Lasertec U.S.A., Inc.
（所有）
直接100％

当社製品の販売等
役員の兼任

製品の販売 19,146,765 売掛金 451,998

（税効果会計に関する注記）
１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な項目別の内訳

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社及び関連会社等

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　価格その他の取引条件は、市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しておりま

す。
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個別注記表

１. １株当たり純資産額 733円58銭

２. １株当たり当期純利益 245円22銭

退職給付債務の期首残高 － 千円

簡便法から原則法への変更による振替額 965,584

簡便法から原則法への変更に伴う費用処理額 62,395

退職給付債務の期末残高 1,027,979

年金資産の期首残高 －千円

　簡便法から原則法への変更に伴う振替額 568,608

年金資産の期末残高 568,608

退職給付引当金の期首残高 292,404 千円

退職給付費用 170,033

退職給付の支払額 △17,586

制度への拠出額 △47,875

簡便法から原則法への変更による振替額 △396,975

退職給付引当金の期末残高 －

（１株当たり情報に関する注記）

（収益認識に関する注記）
　収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表「収益認識に関する注記」に記載され

ている内容と同一のため、記載を省略しております。

（その他の注記）

１. 退職給付会計

(1) 採用している退職給付制度の概要

　当社は、退職給付制度として確定給付型企業年金制度を採用しております。

　また、当社は、当事業年度末より、退職給付債務の計算方法を簡便法から原則法に変更

しております。

(2) 確定給付制度

①  退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられた簡便法を適用した制度

を除く）

②  年金資産の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられた簡便法を適用した制度を除

く）

③  簡便法を適用した退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
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積立型制度の退職給付債務 1,027,979 千円

年金資産 △568,608

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 459,371

退職給付引当金 459,371 千円

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 459,371

簡便法で計算した退職給付費用 170,033 千円

簡便法から原則法への変更に伴う影響額 62,395

確定給付制度に係る退職給付費用 232,428

債券 29 ％

株式 47

その他 24

合　計 100

④  退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整

表

⑤  退職給付費用及びその内訳項目の金額

⑥  年金資産に関する事項

(a) 年金資産の主な内訳

(b) 長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の

配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益

率を考慮しております。

⑦  数理計算上の計算基礎に関する事項

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎

割引率　0.64％
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